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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する 

基本的な方針 

※ 第 3節に「第 7項 脱炭素化の推進方針」を加える。 
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第７項 脱炭素化の推進方針 

「日の出町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（令和６年度策定）」では、倉庫

等の一部の施設を除く建築系公共施設および公園、下水道マンホールポンプ施設、公

用車等の町施設全体で、温室効果ガス排出量の削減目標を定めています。これに基づ

き、公共施設等の改修や更新を行う際には、経済的合理性を踏まえたうえで、脱炭素

化に寄与する建築・設備の導入に努めます。 

国が令和 22年までに設置可能なすべての公共施設に太陽光発電設備を設置するこ

とを目標としていることを踏まえ、当町でも建築系公共施設の屋上や未利用地等へ

の太陽光発電設備の導入検討を進め、照明のＬＥＤ化等の省エネ性能に優れた機器

への入替え、節水器具の導入を積極的に推進します。また、町の特性を活かした木質

バイオマス等の自然エネルギーを利用した再生可能エネルギーシステムの導入につ

いても検討します。 

このほか、建物の改修や更新、新規整備の際には、通風や採光等への配慮、複層ガ

ラスの導入、断熱性・気密性の向上等による消費エネルギーの削減やＺＥＢ1化の促

進を設計段階から検討します。また、多摩産材の活用推進など、木造化・木質化にも

努め、温室効果ガスの排出量の削減・吸収作用の保全や強化につながる施設整備によ

り、環境負荷低減策を促進します。加えて、建設副産物の発生を抑制する工法や資材

の採用、再生資材の利用促進と、建設廃棄物の再利用に努めます。 

公共施設等の維持管理にあたっては、植栽整備などによる緑地の確保や建物の壁

面緑化に努めるとともに、散水やトイレ用水などへの雨水利用を見据え、施設への雨

水貯留槽等の導入に努めます。このほか、機器等の更新を計画的かつ一括して行うこ

とで、スケールメリットを生かしながら、省エネ化のスピードアップを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 ＺＥＢ：Net Zero Energy Building の略。建築計画の工夫による日射遮蔽・自然エネルギーの利用、高

断熱化、高効率化によって大幅な省エネルギーを実現した上で、太陽光発電等によってエネルギーを創

り、年間に消費するエネルギー量が大幅に削減されている最先端の建築物のこと。 

① 太陽光発電の拡充、断熱改修、ＬＥＤ化等の環境負荷低減策を推進（再掲） 

② 木質バイオマス等の自然エネルギー設備の導入検討 

③ 多摩産材の活用推進、施設緑化など、温室効果ガス排出量削減等を促進 

④ 建設副産物の発生抑制および建設廃棄物の再利用 
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